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「民間、NPOが担う高齢者福祉の可能性」　　　　　　k990139　田面木千香

１、はじめに
｢1970年には65歳以上人口は739万人、総人口に占める割合（高齢化率）は7.1%であった。2000年には65歳以上人口は2,187万人、高齢化率は17.2%（概ね人口の６人に１人）となり、この30年間に急速に高齢化が進行してきた。
　一方で少子化も進んでおり、すでに65歳以上人口は、0～14歳の年少人口（2000年には1,860万人）を上回っている。
今後更に高齢者数と高齢化率は増加し、2020年には65歳以上人口は3,334万人、高齢化率は26.9%になると予想され、今後20年間の高齢者数の増加は現在の東京都人口にも匹敵する規模である。まさに、これから「高齢者の世紀」が始まる。」

上記のとおり日本における少子高齢化問題は非常に深刻である。高齢者の数とその化率が増加する一方で子どもの数と出生率はどんどん減少しているのだ。このような状況で、今後高齢者を一体誰が支えていくのか。勤労世代の保険料で引退世代の年金給付を賄うという方式をとっている現行の公的年金制度では下記のように勤労者と年金受給者のバランスが崩れ、年金負担格差が拡大してゆき高齢化のピーク時には大幅な給付削減の危険性があると指摘されている。 
厚生年金負担の世代間格差（対生涯賃金比率）

誕生年       給付        負担       給付／負担

１９２５   ４１．９     ５．７       ７．３５

１９３５   ３６．４     ９．７       ３．７５

１９４５   ２６．４   １４．２       １．８６

１９５５   ２４．１   １９．６       １．２３

１９６５   ２４．１   ２５．２       ０．９６

１９７５   ２５．２   ３０．６       ０．８２

１９８５   ２４．７   ３３．７       ０．７３

１９９５   ２４．２   ３５．４       ０．６８
｢１９２５年に生まれた人は生涯賃金の５．７％を支出し、４１．９％を年金として受け取るため給付／負担は７．３５倍となり負担額より給付額は多くなっていますが、現行の制度のままでは１９６５年以降に生まれた人は負担より給付が少なくなると予想されます。｣

つまり年金を当てにすることはできないということになる。それならば退職者、高齢者の生活を支えるため、さらに国の税金を使うというのはどうだろう。

｢わが国の公債残高と隠れ借金は国と地方を合わせて６４５兆円以上となり、国民１人当たりの借金は５００万円を超えてしまいました。太平洋戦争末期でも公債依存度は３８．５％であったとのことですから、平成１１年度の公債依存度４３．４％は、まさに史上最悪です。景気は徐々に回復しつつあるといわれても少子高齢社会を迎え国民の不安を拭うことは出来ません。大蔵省の中期財政試算では歳出の伸びがゼロでも、毎年３０兆円前後の国債発行を必要としています。景気が回復し次年度から新規の公債発行額を減らしても償還期限６０年という長期の累積債権があるため１０年毎の借換え債は年々増大して行くのです。この借金をどのように返済したらよいのでしょうか？
考えられる方策は以下の３つです。
１）景気回復を待ち大増税をする。
２）インフレーションにより通貨の実質価値を低下させ借金を目減りさせる。
３）財政支出を大幅に削減する。
借金返済を税で賄うには消費税を２８％にする必要があるとの試算がありますが、経済成長が頭打ちとなりリストラが叫ばれる中での大増税は将来への不安をますます増大させることになるでしょう。介護保険、年金改革に姿を変えた増税はすでに始まっています。増税による公債償還は老後の不安を増大させ、景気回復に水をさし不況を長引かせることにもなります。
今一部の人達から期待されているのが調整インフレです。しかし、インフレーションを調整することは難しく一歩間違えばハイパーインフレになりかねません。太平洋戦争末期の公債残高は戦後のハイパーインフレによって帳消しにすることが出来ましたが、通貨の価値を１／１００にしてしまいました。これを再現させれば１３００兆円といわれる国民の預貯金も大幅に目減りさせることになるでしょう。それだけではなくインフレで金利が上昇すれば借り換え国債の金利も上げざるを得ません。借金の返済総額が膨らむだけではなく、年金の積み増しも必要になり国民に更なる負担を求めなければならなくなるでしょう。国民の預貯金も少なく年金制度も無いに等しかった戦後とは事情が異なりインフレの再現は弊害が大きいことを認識すべきです。
残る策は「財政支出の大幅削減」しかありません。
財政支出を大幅に削減することが出来なければ財政破綻による大増税とハイパーインフレが同時に襲うことになるでしょう。財政破綻回避には政府が行う公的事業の多くを民間に移し、税金を使用することなく公的事業を遂行する仕組みが必要です。その新しい仕組みこそＮＰＯ（民間非営利組織）です。｣

どうやら国に頼るのは無理のようだ。そこで私も引用した文献の筆者と同様に、高齢者福祉という分野のこれからに関してもＮＰＯのみに限らず“民間”の力による解決策が見出せるのではないかと考えた。そこでこのレポートでは「民間、NPOが担う高齢者福祉の可能性」について考えてみようと思う。

２、介護保険制度の導入にみる国の姿勢

国は平成１２年度４月より介護保険制度を導入した。
｢寝たきりや痴呆の高齢者の増加、介護期間の長期化など、介護ニーズがますます増大すると見込まれる中、核家族化の一層の進行、介護する家族の高齢化など家族をめぐる状況も大きく変わりつつあり、介護の問題が、家族にとって大きな負担としてのしかかってくる状況が生じてきた。
　一部の限られた問題ではなく、普遍的な問題となった高齢者介護に対して、国民皆で介護を支え合おうとするものとして、新たに介護保険制度が導入された。｣

この制度の特徴を以下に簡単にまとめてみる。

○高齢者が権利として適切なサービスを選択して受けることができる
「介護の手間」が要介護認定の判断の基準となる。所得や家族の状況に関わらず必要な介護サービスが受けられる。
○国民皆で介護サービスを支える仕組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０歳以上のすべての者を加入者とし、高齢世代も制度を支える立場を位置付けられており、利用者は原則としてかかった費用の１割を公平に負担する仕組み。

○総合的なサービスを利用しやすい仕組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これまで高齢者福祉サービスと高齢者医療サービスに分かれていた介護サービスが一つの制度として統合される。
新しい専門職である介護支援専門員（ケアマネジャー）が、ふさわしい介護サービスの内容を検討し、地域の様々なサービス提供事業者と連絡調整を行った上で総合的なサービスを提供。
○市町村が運営主体

高齢者の保険料を財源に、65歳以上の被保険者の管理や被保険者証の発行、住民の要介護認定、保険給付としての費用の支払いなどを行う。制度は市町村の判断で柔軟に組み立てられる。

また、制度の導入に際し以下のようなことが期待された。

＊介護サービス市場の登場

・利用者が事業者を選択し、契約を結ぶ当事者としてサービスを利用。
・介護サービス市場の登場により、サービス供給量の増加と質の向上が期待される。

・介護サービスを担う事業主体は、一定の条件を満たせば都道府県による指定を受けて参入できるので在宅介護サービス事業では、社会福祉法人、医療法人、民間企業、農協、生協、特定非営利活動法人などの多様な主体の参入が期待される。
＊介護事業の振興と利用者の保護

・健全な競争が働き、サービス供給の充実が図られるような基盤整備の重要性。
・利用者の選択支援と保護のため、人員・施設・運営基準によるサービス水準の確保、サービス事業者等に関する情報提供、契約の支援、事業者と利用者を橋渡しする介護相談員の派遣といった取組みも進められている。

＊地域活性化への発展
・市町村が、住民のニーズに応え地域の間で切磋琢磨することで、介護サービスの基盤が充実していくことが期待される。

・介護サービス事業による地域の中での雇用機会を作り出す側面。また、地域での質の高いサービス確保のため、高い資質をもった担い手の育成も今後一層重要となる。

　この厚生労働省の白書を見る限り、国としては国民に対し最低限とまでは言わなくともそれなりのサービスを平等に保証するとし、政府としてもできるだけ税金を使わない方向へと向いているように思う。そのため、様々な方面から民間の参入を期待すると共に彼らに対するバックアップ態勢を整えているようだ。

３、高齢者福祉分野におけるNPOと民間企業
(１)痴呆高齢者のケアの問題

平成１２年版厚生白書の概要・高齢者の自立を支える新しい介護制度中の主体別に見た居宅サービス指定件数（２０００（平成１２）年４月１日現在）を見ると約９０%を社会協議福祉会、社協以外の社会福祉法人、医療法人、営利法人が占め、その他に分類されるＮＰＯ法人などは全体の2.8%にすぎない。しかし注目すべき点がある。それは、痴呆対応型生活介護のサービスを提供しているのは医療法人とＮＰＯ法人などのその他だけであるという点である。どちらも、彼らが提供するサービス中に占める割合はそれぞれ3.8%、2.5%と少なく、全体に対してこの数の少なさでは介護を依頼する側もされる側も満足できるサービスが受けられるようなところを見つけて利用することは困難だと思うし、十分なフォローがなされていないと感じる。昔は、家族が痴呆の老人を周囲の人間に知られることを嫌い表に出さなかったようだが、今は極端に隠すということはそれほどせずそういった意味で潜在化していたものが顕在化してきたとも言えるのかもしれないが、痴呆のお年寄りというのは今では少しも珍しい存在ではない。この痴呆というのは介護保険制度において身体の不自由さ加減という面での“介護の手間”をはかる要介護認定を受けにくいのも関わらず、実際の介護においては症状がひどい場合など特に、介護する側は相当な労力を強いられる。常にみていないといつ何をしだすかわからないような状態の老人を家族で世話しようとしてもなかなか大変であるはずだ。なにも痴呆の高齢者の介護についてのみ言えることではないとは思うが、現時点でサービス提供を行っているところの数が少ない痴呆対応型生活介護という分野には特に、家族の肉体的・精神的負担を軽減するためのＮＰＯ法人などによる民間の柔軟なサービス提供が期待されると思う。

(２)国内の自治体の例

　東京都足立区では高齢者マーケット創造のプラン「足立区高齢者市場形成促進プラン：プラチナマーケット」というものを展開している。行政だけではカバーしきれないニッチの市場部分を、民間やNPOなどの力でカバーしてもらおうという試みである。高齢化社会の到来を前に、官民パートナーシップによる、豊かなまちづくりの実験の始動である。
｢プラチナマーケットプラン｣とは、
・できる限り民間の力を活用しながら福祉を行っていこうという区の行政方針を具現化するもの。
・高齢者をターゲットとした契約型の福祉ビジネスを模索するもの。
事業の経緯
· 介護保険の導入により福祉の考え方が、税金による福祉から利用料を払うスタイルに。

· 「民間の力を最大限に発揮できるような高齢者市場」という新しいフィールド。
· いずれは「地域活性化」の事業展開としても提案していきたい。
組織体制
高齢者の市場を7つの部会に分け、区が中心となって協議会を進めている。異業種交流の大型判である。現在7つのジャンルのうち、介護・医療、生活基盤、商業サービスの3つの部会が進んでおり、足立区64万人に認められたサービスを“足立ブランド”として出していく考えである。
 ＜3つの部会の具体的施策例＞ 
◇ 配食サービス：今まで1食あたり68円で配っていたものを、昨年8月から、区のガイドラインに沿う民間業者を集め、1食600～1,200円という幅広いメニューを提供できるようにした。
◇ 商店街の店主が二級のホームヘルパーの資格をとって、高齢者の相談にのるということで商業サービスの厚みを増す。
◇ 出張洗髪の実現。
◇ ケア付アパートづくり、グループホームを地域で確保。
事業
○厚生労働省の基準（規格）を越えた隙間サービス（ニッチサービス）を提供すること、介護保険では埋められない隙間を埋めていくこと、それが今求められているが、このプランにより、実現可能な市場が見えてきた。NPOやボランティアがやっていたことをもっと株式会社でビジネス対応してもいい。
○区として大きな予算を投下してつくろうというスタンスではなく、「こういったものができるのではないか」という提案をする。そんな中で、やりたいという人たちが民間の中からでてきた。その人たちに対し会議の場所や情報を提供して、事業化に向けて手助けする。
○福祉の周りにあるさまざまな市場を取り込んで、地域の活性化を図っていく道筋が見えてきた。
○元気なシニアが虚弱なシニアを支える、シルバーカンパニーという動きも出てきた。区では、こうしたコミュニティビジネスの芽を育成していきたい意向。
 

今後の課題・展望
数十万円単位ではあるが、都の補助金を確保しているが、基本的には高齢者市場協議会の会費で運営している。今は区の財政も逼迫しているので、何とか金を使わず既存の資源や頭を使うことで立ち上げて行きたいと考えている。
(３)国外の自治体の例

　｢１９９２年に出版された『ニューヨーク市の非営利セクター』（The Nonprofit Sector in New York City）という報告書では、ニューヨーク市には１万９５００のＮＰＯが存在していて、それは１平方マイル（１マイルは約１.６ｋｍ ）に換算すると６１にもなり、それらのＮＰＯで雇用されている人々の数は４５万人にのぼり、その数はニューヨーク市全体の雇用の１２.５ ％に相当するということが紹介されています。そして、この報告書の中で私が特に注目したのは、「ＮＰＯ はニューヨークの大切な財産」だと認識している点です。つまり、７２０万人を超える人口を抱えるニューヨークにとって、ＮＰＯ抜きには人々の日常生活を語ることができないということなのでしょう。それほどＮＰＯは大切な役割を果たしているのです。｣福祉の一端を担う米国のＮＰＯ高齢者福祉の一端を担う米国のＮＰ―｢アメリカのＮＰＯ では宗教、特にキリスト教会の果たす役割が大きいのですが、ニューヨークもその例外ではありません。私の住むアパートからそれほど遠くないところにカトリック教会が設立した高齢者センター（Center for Seniors in Astoria ）があります。このセンターは、一言で言えば「健康な高齢者の社交場」といったところです。ニューヨーク市には同じような高齢者センターがたくさんありますが、それらのほとんどはＮＰＯ です。そして市はこのようなセンターに毎年補助金を出し、高齢者福祉の一端を担わせています。Astoriaにあるこのセンターは、月曜日から金曜日まで（朝8:30～夕方4:30まで）地域の高齢者に開放されていて、センターが提供する様々な活動（ダンスやゲーム、ドラマといったレクリエーションから日常生活に必要な講義の受講、時には小旅行、ミュージカル鑑賞）に参加し、お昼になると皆でセンターが用意したランチ（１＄）を食べ、そして思い思いに好きな時間に帰宅するのです。
センターは外に出られない高齢者に対しても毎日ランチの宅配をしています（やはり１＄）。
私がセンターを訪れた時にも100人近い高齢者がセンターで楽しそうに活動に興じていました。このセンターの運営費はほとんど市からの補助金（＄800,000）で賄われています。そして、理事は全部で11名ですが、その全員がこのセンターの利用者で占められていてセンターの運営に大きな影響力を発揮しています。｣

　確かに日本とアメリカでは土壌が違うし国民性も異なるため、上にあげた例のような活動がすぐに日本国内で発達、定着するとは考えがたい。NPOが生活の中にすっかり浸透し自分たちの生活をより豊かなものに、より良いものにしようという意識をもって自発的に活動しようとするアメリカと違い、日本人にはまだ、これまでも国が何でもやってくれていたしこれからも国に何でもやってもらおうというような意識でいる人が少なくない。

(４) 民間企業の視点

介護保険制度の導入により高齢者福祉の分野に様々な事業主体が参入してくることになったことは前述した通りである。その中の事業者、民間企業は高齢者福祉、介護の問題というのをどのように捉えているのであろうか。

○事業の健全な運営・サービスの質の向上・福祉人材の確保と養成

・地域の医師や同業他社とのサービスの“連携”の必要性

・ヘルパーの待遇改善…低すぎる家事援助の報酬単価の見直し、モチベーションを高める段階的な賃金評価体系の実施、健康診断の実施、保証制度の充実

＊利用者と家族の不満の吸収、及び問題解決

＊利用者の自立と尊厳を守る

４、考察

　一概には言えないが、諸外国の高齢者はとても生き生きしているようにみえる。それに比べて最近の日本の高齢者には悲壮感ではないけれども、どこか悲しさが漂っているように感じる人が少なくない。私ははじめ、それをかわいそうに感じてしまった。日本社会はなんてひどい社会なのだろうと思った。そこで、国は高齢者福祉にもっと力を入れるべきではないか､と考えたのである。しかし、日本の財政や今後の社会のことを考えると福祉国家を目指すべきだなどとはいえないと感じた。実際、政府も公的サービスを減らし民間の参入によって市場原理の導入を図り様々な事業主体が競争することによって、サービス供給の充実を実現しようという政策を打ち出しているようだが、これが国民にきちんと理解されているかというとそうではないように思う。私たちは今だけを見てではなく将来まで見据えた上で、今何をすべきかを考えなければならないと思う。不平不満を言うだけでなく国民として果たして自分たちは何ができるだろう、何をすべきだろうと考えて行動しないことには状況は変わらないのではないだろうか。そこで今回、私は民間、ＮＰＯが担う高齢者福祉の可能性を探ろうとしたわけだが、その可能性は大いにあると思われた。利用者、またその地域に密着したサービスの提供が可能なため、様々なニーズに対応できる点、雇用の創出、地域活性化へもつながる点などがそうである。介護保険制度は滑り出しがあまりよくなく、サービスを提供する側も利用者側も制度をよく理解できていないということで、制度本来の良さを発揮できなかった感があった。また、制定された特定非営利活動促進法(ＮＰＯ法)のために急に国内でのＮＰＯの活動が活発にスムーズに行なわれていくかというとそうではないと思う。そこで必要となってくるのは、国が民間やＮＰＯの活動をあくまでバックアップする制度の充実をはかることと、国民が自分たちの生活を自分たちが主体となって積極的に良くしていこうとする意識をもつことだと思う。これが今後の高齢化社会、高齢者福祉の分野に民間、ＮＰＯの参入とその活動をより充実したものにする方法ではないかと思う。国としても国民としてもこれからであると思う。
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